
資料３ー２

東日本大震災を踏まえた地域防災計画東日本大震災を踏まえた地域防災計画
の見直しに関するアンケート調査結果

＜都道府県分＞都道府県分



調査概要

１．調査目的

「地域防災計画における地震・津波対策の充実・強化に関する検討
会」において、地域防災計画の見直しについての留意点等を取りまと
めるに当たり 検討の参考とするめるに当たり、検討の参考とする。

２．調査対象

・４４都道府県（岩手県、宮城県、福島県を除く）

３．調査時期及び調査対象時点

・調査時期： 平成２３年８月３日（水）～８月１７日（水）

調査対象時点 平成 年 月 日・調査対象時点：平成２３年７月３１日

４．調査内容

（１）津波対策の現状

ア 被害想定等

イ 津波浸水予測図、津波避難計画策定支援マニュアルの作成

ウ 津波避難訓練、津波に関する知識啓発

エ 防災体制の整備

（２）大規模災害時の対応

ア 地域防災計画等における情報収集手段・情報伝達等

イ 今回の東日本大震災における対応等

ウ 津波避難訓練、津波に関する知識啓発

エ 防災体制の整備

（３） 東日本大震災を踏まえた地域防災計画等の見直しの動向

ア 地域防災計画の見直しの動向

イ 津波被害想定の見直しの動向

ウ 先進事例・奏功事例等

５．回収状況

都道府県 送付数 体 収数 体 収率・都道府県： 送付数 ４４団体、 回収数 ４４団体 回収率：100.0％



Ⅰ 津波対策の現状等
１ 被害想定等

【都道府県】

１ 被害想定等

１－１ 現行の地域防災計画において津波被害を

具体的に想定していますか

12団体, 27%

32団体, 73%N=44
団体

想定している

団体

想定している

想定していない

1
（注）海岸線を有しない内陸の８県を含む。

【都道府県】

１－２ 津波被害想定の前提条件

①－ア 津波高さが最高時の津波高さ N= 32 

3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

5ｍ未満

未満

41% 44% 13%

5～10ｍ未満

10～15ｍ未満

15ｍ以上

回答無し

①－ア’津波高さが最高時の到達時間 N= 32 
10分未満

0% 20% 40% 60% 80% 100%
10～20分未満

20～30分未満

30分～40分未満

9% 16% 16% 16%

3%

25% 16%

40～50分未満

50～60分未満

60分以上

2

3%
回答無し



【都道府県】

１－２ 津波被害想定の前提条件

①－イ 津波到達時間が最短時の到達時間 N= 32 
10分未満

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10分未満

10～20分未満

20～30分未満

30分～40分未満

38% 16% 6% 13% 16% 13%
40～50分未満

50～60分未満

60分以上

回答無し回答無し

①－イ’津波到達時間が最短時の津波高さ N= 32

0% 20% 40% 60% 80% 100%

5ｍ未満

5 10 未満

63% 19% 19%

5～10ｍ未満

10～15ｍ未満

15ｍ以上

3

回答無し

【都道府県】

１－２ 津波被害想定の前提条件

0% 10% 20% 30% 40% 50%

② 人的被害（死者） N= 32

13%

41%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

0人

1人～1,000人未満

6%

16%

25%

1,000～2,000人未満

2,000人以上

回答無し

② 人的被害（負傷者） N= 32

25%回答無し

3%

28%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

0人

1人～1,000人未満 28%

19%

,

1,000～2,000人未満

2,000人以上

4単位：団体数

50%回答無し



【都道府県】

１－２ 津波被害想定の前提条件

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

③ 住家被害（全壊） N= 32

13%

16%

3%

0棟

1～1,000棟未満

1,000～2,000棟未満

最大値： 35,735棟
最少値：0棟
平均値： 7 369棟

6%

3%

3%

25%

2,000～3,000棟未満

3,000～4,000棟未満

4,000～5,000棟未満

5 000棟以上平均値： 7,369棟

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

③ 住家被害（半壊） N= 32

25%

31%

5,000棟以上

回答無し

3%

22%

3%

0棟

1～1,000棟未満

1,000～2,000棟未満

最大値： 29,518棟
最少値：0棟
平均値 6 900棟

9%

3%

22%

2,000～3,000棟未満

3,000～4,000棟未満

4,000～5,000棟未満

5 000棟以上平均値： 6,900棟

5単位：団体数

22%

38%

5,000棟以上

回答無し

【都道府県】

１－２ 津波被害想定の前提条件

④ 津波被害想定の手法 （複数回答） N=32

0 5 10 15 20 25 30

3自前で実施

28業者委託

6国の想定を活用 6国の想定を活用

6

単位：団体数



【都道府県】

１－２ 津波被害想定の前提条件

⑤ 被害想定を実施した年度 N=32

平成元年度～平成5年度

0 2 4 6 8 10 12

1平成6年度～平成10年度

3平成11年度～平成15年度

平成16年度 平成20年度 9

1

平成16年度～平成20年度

平成21年度以降

11回答無し

7

単位：団体数

津波被害想定 前提条件

【都道府県】

１－２ 津波被害想定の前提条件

⑥ 被害想定に要した金額（円） N=32

0円

0 5 10 15 20

1

0円

1円～1,000万円未満

2

5

1,000万円～2,000万円未満

2,000万円～3,000万円未満

3,000万円～4,000万円未満

4,000万円～5,000万円未満

16

5

5,000万円以上

回答無し

8単位：団体数

5回答無し



１ ３ 現行の地域防災計画において 津波被害を具体的に

【都道府県】

１－３ 現行の地域防災計画において、津波被害を具体的に
想定していない理由は何ですか （複数回答） N=12

主な回答

過去に津波による被害を受けた事例がなか たため・過去に津波による被害を受けた事例がなかったため。

・近年、地震に起因する津波による被害を受けていなかったため。

・Ｈ６年度に津波シミュレーションを実施しているが、その結果を具体的に
地域防災計画には記載していない。今年度、東日本大震災を受けて津波地域防災計画には記載していない。今年度、東日本大震災を受けて津波
シミュレーションを新たに実施しており、この結果を踏まえ、地域防災計画
に反映する予定。

9

２ 津波浸水予測図、津波避難計画策定支援

作成等

【都道府県】

マニュアルの作成等

２－１ 都道府県において、次の項目を考慮した浸水予測図

を作成していますか（複数回答）

0 5 10 15 20

大津波（３ 以上）と津波（３ 未満 １ ２ ）を区別

を作成していますか（複数回答） N=44

4

18

大津波（３ｍ以上）と津波（３ｍ未満、１～２ｍ）を区別

した浸水予測

地震規模や震源域に応じた浸水予測

6

7

潮位に応じた浸水予測

地震による地盤沈下に応じた浸水予測 7

16

地震による地盤沈下に応じた浸水予測

海岸堤防等の機能の可否に応じた浸水予測

10

12

その他

策定していない

10単位：団体数
（注）海岸線を有しない内陸の８県を含む。



２－２ 市町村の津波避難計画の策定を支援するため
ガイドライン マニ アル等を策定していますか

【都道府県】

ガイドライン、マニュアル等を策定していますか

16団体, 36%

1団体, 2%

策定済み

策定中

N=44
団体

策定していない

無回答

2団体, 5%
25団体, 57%

11
（注）海岸線を有しない内陸の８県を含む。

３ 津波避難訓練、津波に関する知識の普及啓発等
【都道府県】

３－１ 住民が参加する津波避難訓練の実施の有無

住民が参加する津波避難訓練を実施していますか

11団体, 25%
18団体, 41%

毎年実施している

N=44
団体 毎年実施している

毎年ではないが実施している

団体

15団体, 34%

実施していない

12



３－２ 住民が参加する津波避難訓練の実施状況

【都道府県】

３－２ 住民が参加する津波避難訓練の実施状況

① 直近に実施した津波避難訓練の実施年 N=26
（※毎年又は毎年ではないが津波避難訓練を実施している団体）

0 2 4 6 8 10

平成14年

（※毎年又は毎年ではないが津波避難訓練を実施している団体）

1平成15年

平成16年

1

1

平成17年

平成18年

平成19年

4

平成19年

平成20年

平成21年

4

9

平成22年

平成23年

13

6回答無し

３－２ 住民が参加する津波避難訓練の実施状況
② 直近 実施 た津波避難訓練 参加者数等

【沿岸市町村】

② 直近に実施した津波避難訓練の参加者数等

2団体, 7%

2団体 8%
11団体, 42%

2団体, 8%

2団体, 8%
団体,

1,000人未満

1 000～5 000人未満

2団体, 8%

1,000～5,000人未満

5,000～10,000人未満
N=26
団体

団体, 8%

10,000～20,000人未満

20 000人以上

7団体, 27%

20,000人以上

回答無し

14



３－２ 住民が参加する津波避難訓練の実施状況
③ 直近に実施した津波避難訓練の参加率※

【都道府県】

③ 直近に実施した津波避難訓練の参加率※

1団体 6%

2団体, 12% 0.1～10%

11～20%

7団体, 41%1団体, 6%

1団体, 6%
21～30%

31～40%

1団体, 6%

41～50%

51～60%

N=17
団体

61～70%

71～80%

2団体, 12%

3団体, 17% 81～90%

91～100%

15
※津波避難訓練対象者に対する参加者総数が占める割合である。
（直近に訓練を実施しており、かつ「対象者」「参加総数」が回答無しでない団体による）

３ ３ 直近の津波避難訓練の実施項目

【都道府県】

３－３ 直近の津波避難訓練の実施項目

直近の津波避難訓練で実施した項目は何ですか

（複数回答） N= 26

18

1

0 5 10 15 20 25

市町村の広報車等による情報伝達

ＣＡＴＶ、コミュニティＦＭ等による情報伝達

（複数回答） N= 26

19

19

22

5

防災行政無線による情報伝達

消防団（広報）による情報伝達

消防団による避難誘導

水門の閉鎖 5

23

3

11

水門の閉鎖

指定された避難先への避難

津波避難ビル等への避難

災害時要援護者を対象とした避難

2

14

6

災害時要援護者を対象 避難

図上訓練

市区町村との情報伝達

自衛隊との情報伝達

他 都道府県と 情報伝達
○その他の主な内容

3

7

6

7

他の都道府県との情報伝達

国の機関（自衛隊除く）との情報伝達

港湾・河川等の県管理施設による情報伝達

その他

○その他の主な内容
・J‐ALERTによる情報伝達訓練
・サーファーや海水浴客への情報伝達
・気象台職員による講演
・訓練を踏まえ、津波避難台帳の整備

16単位：団体数

7

1

その他

無回答

訓練を踏まえ、津波避難台帳の整備



３－４ 住民が参加する津波避難訓練を実施しない理由

【都道府県】

３－４ 住民が参加する津波避難訓練を実施しない理由

住民が参加する津波避難訓練を実施していない理由は何ですか

○ 「その他」の主な内容（N=18）

・市町村が行う防災訓練等において実施しているため。市町村が行う防災訓練等において実施しているため。

・津波避難訓練は、基本的に市町の津波避難計画の中で避難訓練の実施体制・
内容等を定め、市町において地域の実情に応じた訓練を実施するものと考えて内容等を定め、市町において地域の実情に応じた訓練を実施するものと考えて
いる。

・台風、高潮災害を想定した訓練を中心に行っているため。

・近年、津波による被害を受けておらず、毎年のように発生する風水害や阪神・淡
路大震災を契機とした地震への対策訓練を中心に実施してきたため。

17
（注）海岸線を有しない内陸の８県を含む。

３－５ 住民啓発における津波避難広報の実施項目
津波避難 関 広報活動と 行 る 何 すか

【都道府県】

津波避難に関して広報活動として行っている項目は何ですか
N=44

0 10 20 30

24

0 10 20 30

第１波よりも第２波以降の方が高くなる可能性があるな

どの津波の基礎知識

19

24

津波到達までの避難猶予時間の周知

津波高さの周知

9

5

指定された避難先の周知

緊急・一時的な避難先（津波避難ビル等）の周知

3

15

指定された避難経路の周知

ハザードマップの周知

6

9

その他

無回答

18

9無回答

単位：団体数



４ 防災体制等の整備
４－１ 施設（庁舎）の機能喪失等を想定した代替施設等の確保

【都道府県】

４ １ 施設（庁舎）の機能喪失等を想定した代替施設等の確保

① 災害対応を行う施設（庁舎）の機能の喪失又は

著しい低下等のような場合を想定し、災害対応を行う著しい低下等のような場合を想定し、災害対応を行う

代替施設・代替機能等について定めていますか

定めている

20団体, 45%

定めていない

N 44

主な代替施設の例
・県出先事務所
・庁舎内別施設
・県防災センターN=44

団体

・県防災センター
・土木事務所
・県研修施設
・県警

24団体, 55%
・スポーツ公園
・消防学校
・県立図書館
・協定締結施設

19

・協定締結施設

４－１② 災害対応を行う代替施設・代替機能等を定めて
【都道府県】

いる場合、第何順位まで定めていますか

団体

1団体, 4%

1団体, 4%

11団体, 46%
5団体, 21%

1位まで

2位まで

N=24
団体

2位まで

3位まで

4位まで

6団体, 25%

4位まで

5位まで

20



４－２ 施設（庁舎）の機能喪失等を想定した代替施設等の状況

【都道府県】

施設（ 舎） 機能喪失等を 定 代替施設等
① 災害対応を行う代替施設（優先順位毎）の非常用電源設備の有無

0% 20% 40% 60% 80% 100%

有 無 回答無し

83% 4% 13%
第１順位
N= 24

78% 11% 11%
第２順位
N= 9

第３順位
100%

第３順位
N= 7

第４順位
100%

100%

第４順位
N= 2

第５順位

21

100%
N= 1

４ ２ ② 災害対応を行う代替施設（優先順位毎）に非常用電源設備がある

【都道府県】

４－２ ② 災害対応を行う代替施設（優先順位毎）に非常用電源設備がある
場合の確保時間

12時間未満 12～24時間未満 24～48時間未満

0% 20% 40% 60% 80% 100%

12時間未満 12～24時間未満 24～48時間未満

48～72時間未満 72時間以上 回答無し

13% 4% 17% 17% 29% 21%
第１順位
N=24

11% 11% 11% 11% 22% 33%
第２順位

N=9

29% 14% 14% 43%
第３順位

N=7

第 順位
50% 50%

第４順位
N=2

第５順位

22

100%
第５順位

N=1



４－２ ③災害対応を行う代替施設（優先順位毎）の貯水タンクの有無

【都道府県】

４－２ ③災害対応を行う代替施設（優先順位毎）の貯水タンクの有無

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

有 無 回答無し

63% 25% 13%
第１順位

N=24

67% 22% 11%
第２順位

N=9

86%

50%

14%

50%

29%
第３順位

N=7

第４順位
50%

100%

50%
第 順位

N=2

第５順位

N=1

23

N=1

４－２ ④ 災害対応を行う代替施設（優先順位毎）貯水タンクの有無

【都道府県】

3,000リットル未満 3,000～4,000リットル未満 4,000～5,000リットル未満

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

, リットル未満 , , リットル未満 , , リットル未満

5,000リットル以上 回答無し

8% 54% 38%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

第１順位
N=24

56% 44%
第２順位

N=9

0% 71% 14%
第３順位

N=7

50% 50%
第４順位

N=2

第５順位

24

100%
第５順位

N=1



４－３ 災害初動期において都道府県から市町村への災害対応

【都道府県】

４ ３ 災害初動期において都道府県から市町村への災害対応
支援（職員チーム派遣等）の仕組みを整備していますか

16団体, 36%

N=44

整備している

団体

28団体, 64%
整備していない

25

４ ４ 災害対応支援（職員チーム派遣等）の仕組みは

【都道府県】

４－４ 災害対応支援（職員チーム派遣等）の仕組みは
どのようなものですか N=16

市町村の求めに応じ職員を市町村に派遣

0 2 4 6 8 10

8

6

市町村の求めに応じ職員を市町村に派遣

予め専任しておいたチームを被災地に派遣 6

2

予め専任しておいたチ ムを被災地に派遣

県と市町村の相互応援協定に基づき派遣

1地域防災計画の要請の規定に基づき派遣

1まず出先機関の職員で対応

26
単位：団体数



Ⅱ 大規模災害発生時等の対応
１ 地域防災計画等における情報収集手段・情報伝達等

【都道府県】

１ 地域防災計画等における情報収集手段・情報伝達等
１－１ 災害対応初動期にどこから被害情報の収集を行い

ましたか－計画び災害時－ （複数回答） N=44ましたか 計画び災害時 （複数回答） N 44

35

29
37

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45

気象庁防災情報提供システム

計画での収集先 災害時の収集先

29

39

41

25

31

33

35

38

全国瞬時警報システム（J-ALERT）
都道府県の出先機関

市区町村
テレビ

18

25

12

21

38

10

20

10

テレビ
ラジオ

都道府県防災ＦＡＸ
気象庁ＦＡＸ

インタ ネ ト 21

7

10

29

31

12

9

24

インターネット
民間気象会社

潮位計
震度計

3

13

1

19

2

8

14

海面監視カメラ
使送(職員等)

特に定めていない
その他

27

2
14

2

その他
回答無し

単位：団体数

１－２ 防災行政無線（同報系）の耐震措置及び非常用電源の有無等

【都道府県】

１－２ 防災行政無線（同報系）の耐震措置及び非常用電源の有無等

① 防災行政無線（同報系）の耐震措置の有無 N= 44
有 無 回答無し

44

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

親局

42

21

1 1
中継局

その他

② 防災行政無線（同報系）の非常用電源の有無 N=44

有 無 回答無し

21

23

その他

44

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

親局

有 無 回答無し

42

1 1

中継局

28

22 22その他



２ 今回の東日本大震災における対応等 【都道府県】

２－１ 震災直後、情報収集手段・情報伝達として防災行政無線を
使用しましたか

2団体, 4.5%

6団体, 13.6%

2団体, 4.5%

36団体, 81.8%
N=44

使用した

団体

使用しなかった

回答無し・不明

29

２－２ 管内市町村への都道府県防災行政無線により

【都道府県】

２ ２ 管内市町村 の都道府県防災行政無線により
どのような内容を伝達しましたか（複数回答）N=44

15

9

0 5 10 15 20

地震・津波情報

県内震度情報 9

8

4

県内震度情報

被害情報

国発出情報

4

4

1

県の防災体制

気象情報

避難指示、避難状況等の報告

1

1

1

支援物資等の報告

県のプレス発表

災害派遣状況 1

1

1

災害派遣状況

原発情報

計画停電関連情報

災害 注意喚起情報

30

1災害への注意喚起情報

単位：団体数



２－３ 管内市町村への都道府県防災行政無線による伝達について

【都道府県】

２－３ 管内市町村への都道府県防災行政無線による伝達について
どのような反省点、良かった点がありましたか（複数回答）N=44

0 5 10 15

11

0 5 10 15

防災行政無線等の防災情報システムは、機能を発揮

できた。

2

2

長時間停電により、通信できない箇所が発生した

各市町村等に地震情報が大量に受信、県の緊急情報
2

1

の到達に時間を要した

災害対応に追われシステム入力できない市町が続出、

被害状況の把握には時間がかかった。

1

1

情報量が多かったため、市町への伝達に時間がか

かった。

市町村への情報伝達後、沿岸住民まで確実に情報が
1

1

届いているか不明な面あり

携帯電話とは別に衛星携帯電話等の移動通信手段を

保有することが望ましい

31
単位：団体数

Ⅲ 東日本大震災を踏まえた地域防災計画・津波被害
想定の見直しの動向

【都道府県】

想定の見直しの動向

１ 東日本大震災を踏まえて、見直しを開始しましたか N=44１ 東日本大震災を踏まえて、見直しを開始しましたか N 44

見直しを開始した 見直しを予定している

見直しの予定はない 回答無し

0% 20% 40% 60% 80% 100%

見直しの予定はな 回答無し

84% 16%
地域防災計画の見直し

N=44

39% 39% 20%

2%

津波被害想定の見直し
N=44

32

2%



２ 「見直しを開始した」と回答された団体において

【都道府県】

２ 「見直しを開始した」と回答された団体において、

いつ開始しましたか

0% 20% 40% 60% 80% 100%

3月 4月 5月 6月 7月 8月

地域防災計画の見直し
5% 30% 30% 27% 5%

3%

地域防災計画の見直し
N=37

6% 12% 24% 35% 18%

6%

津波被害想定の見直し
N=17

33

３ どのような体制で見直しを開始していますか （複数回答）

【都道府県】

３ どのような体制で見直しを開始していますか （複数回答）

地域防災計画の見直し
N=37

津波被害想定の見直し
N=17

0% 20% 40% 60% 80% 100%

41%
29%

防災担当職員による検討

51%
12%

防災担当職員も含めた庁内職員

による検討会等の設置

49%
88%

外部有識者を含む検討会等の設

置

24%
12%

その他

34単位：団体数



４ 「見直しを予定している」と回答された団体において

【都道府県】

４ 「見直しを予定している」と回答された団体において、

見直しの時期はいつ頃予定していますか

H23年8月～12月頃 H24年1～2月頃 H24年3月頃 H24年4月以降 回答無し

0% 20% 40% 60% 80% 100%

57% 14% 29%
地域防災計画の見直し

N=6

12% 12% 76%
津波被害想定の見直し

N=17

35

５ 「見直しを開始した」又は「見直しを予定している」

【都道府県】

５ 見直しを開始した」又は 見直しを予定している」
と回答された団体において、見直しの時期の設定理由
（複数回答）

地域防災計画の見直し 津波被害想定の見直し

0% 20% 40% 60% 80%

地域防災計画の見直し
N=44

津波被害想定の見直し
N=134

32%

47.1%

国の防災基本計画/津波被害想

定の修正を待ってから

他の都道府県の修正を待ってか

ら

75%

55.9%
その他

5%

2.9%
回答無し

36



５ 「見直しを開始した」又は「見直しを予定している」
【都道府県】

見直 を開始 」 見直 を予定 」
と回答された団体における見直しの主な理由

計画の見直し理由の主な理由 津波被害想定見直しの主な理由計画 見直 由 な 由

・対応可能なものは、防災基本計
画の修正を待つことなく 速やかに

津波被害想定見直 な 由

・東日本大震災の津波災害を踏ま
え 国の被害想定の見直しを待た画の修正を待つことなく、速やかに

対策を講じていく必要があると判
断。

え、国の被害想定の見直しを待た
ず、早急に津波対策検討の必要性
があると判断したため。

・東日本大震災を踏まえた津波対
策の見直し等をＨ２３年度中に予
定しているため

・県で現在想定している被害想定
の再検証を行っており、中央防災
会議等国において被害想定の見直定しているため。

・今年度の早期に修正できる部分

会議等国において被害想定の見直
しが行われた後に、本県被害想定
の見直しの必要性について検討す

と来年度の国の防災基本計画の
修正を踏まえた部分を段階的に修
正する方針、 など。

る、 など。

37

６ 東日本大震災を踏まえた地域防災計画の見直しに係る

【都道府県】

６ 東日本大震災を踏まえた地域防災計画の見直しに係る
主な検討課題は何ですか （複数回答）N=37※

27

0 10 20 30 40

被害想定の見直し

30

32

市町村への支援体制の整備

被災者の支援体制の整備

29

27

備蓄物資のあり方

市町村等への情報伝達手段の整備

33

21

日常的な住民への防災知識の普及、防災教育のあり方

津波浸水予測図の整備・活用のあり方

単位 団体数

21

20

津波浸水予測図の整備 活用のあり方

その他

38

単位：団体数

※地域防災計画の「見直しを開始した」又は「見直しを予定している」団体数




